
  

  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：有   
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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  営業収益 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  41,769  72.4  1,673  ―  1,920  ―  1,163  ― 

22年３月期第１四半期  24,230   △48.3  △428  ―  △196  ―  △925  ― 

  
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  27  57 ― 

22年３月期第１四半期  △21  94 ― 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  82,435  53,136  62.0  1,211  48

22年３月期  81,443  53,663  63.4  1,225  21

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 51,089百万円 22年３月期 51,668百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期 ― 8 00 ― 8 00  16  00

23年３月期 ― 

23年３月期（予想） 9 00 ― 9 00  18  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  81,500  55.9  3,000  ―  3,400  388.8  2,100  739.5  49  80

通期  165,000  33.7  5,400  133.7  6,000  80.4  3,800  146.0  90  11



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．５ 「２．その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：有 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、四半期財務諸表に対する四半期レビュー手続が実施中です。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．平成22年４月27日に公表いたしました連結業績予想は、第２四半期（累計）、通期とも本資料において修正して

おります。 

２．上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含

んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により上記予想数値と異なる場合があります。業績予想の前提と

なる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等について、四半期決算短信（添付資料）４ページ「１．

当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 42,220,800株 22年３月期 42,220,800株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 50,392株 22年３月期 50,296株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 42,170,408株 22年３月期１Ｑ 42,170,663株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

① 当第１四半期の概況 

 当第１四半期における世界経済は、ギリシャの財政危機をきっかけとした南欧諸国の景気後退リスクに加え、米

国における雇用問題、不良債権問題の長期化に伴う本格的な景気回復への遅れといった不安要素を含みつつも、中

国を中心としたアジア諸国の旺盛な内需拡大・経済成長に支えられ、概ね回復基調で推移しました。 

 一方、デフレからの脱却を目指している日本経済は、政府の景気対策効果や円高を背景とする輸入増加といった

内需に支えられ、また好調なアジア諸国への輸出拡大による外需もあり、緩やかな回復を続けています。 

 このような状況の下、国際航空貨物市場は、前期に続きアジア諸国を中心に順調に貨物取扱量が増加しました

が、航空会社の路線見直し、減便等による輸送スペースの供給不足や原油高に伴い、仕入航空運賃や燃油サーチャ

ージが上昇しました。 

 当社グループにおきましては、昨年実施した「収支改善緊急プロジェクト」に続き、「プロジェクトPlus One」

を立ち上げ、プラス思考による一層の損益改善への取り組みをグループを挙げて開始いたしました。 

 この結果、当社グループの当第１四半期の連結業績は次のとおりとなりました。 

  

② セグメントの業績 

１．日本 

 航空輸出は、前期からの貨物取扱量の回復が継続し、中国・タイ等のアジア向け電子機器関連品や自動車関連部

品を中心に堅調な取扱いとなりました。また、４月中旬のアイスランド火山噴火により欧州向けの荷動きが一時的

に停滞したものの、欧州ゲートウェイであるドイツ及びオランダ向けに薄型テレビ関連品や事務機器関連品、デジ

タル家電品等の緊急輸送手配が増加し、取扱重量は前年同四半期比50.8％の増加となりました。 

 航空輸入は、電子機器関連品及び自動車関連部品を中心に中国等のアジア発の荷動きが堅調となったほか、米州

発の医療機器関連品等も順調な取扱いとなり、取扱件数は前年同四半期比23.4％の増加となりました。 

 海上貨物は、精密機械や医療機器関連品、自動車関連部品等を中心に順調に推移し、当第１四半期の取扱件数は

輸出入ともに前年同四半期を上回る結果となりました。 

 この結果、国内連結子会社を含めた営業収益は19,383百万円（前年同四半期比57.6％増）、営業利益は380百万

円（前年同四半期は営業損失108百万円）となりました。 

  

２．米州 

 航空輸出は、半導体関連品、航空機関連品、自動車関連部品等の取扱いが順調に推移し、またチェリーの出荷シ

ーズンを迎える等、好調に推移しました。一方で航空路線の減便等によるスペース供給の縮小の影響もあり、仕入

航空運賃が上昇傾向を示しました。 

 航空輸入はアジアからの電子機器関連品、自動車関連部品やデジタル家電品等の一般消費材の取扱いが増加しま

した。 

 海上貨物は、アジア向けを中心に自動車関連部品の輸出や、スポット出荷の取扱いがあり、また事務機器関連品

や自動車関連部品の輸入等により徐々に取扱件数が増加したものの、その勢いは穏やかなものとなりました。 

 この結果、貨物取扱量の増加に伴い営業収益は3,485百万円（前年同四半期比45.1％増）、営業利益は186百万円

（前年同四半期は営業損失199百万円）となりました。 

 なお、１ドルあたりの円換算レートは、当第１四半期が92.81円、前年同四半期が92.80円であります。 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報

  （単位：百万円未満四捨五入） 

  
当第１四半期   
連結累計期間  

前第１四半期   
連結累計期間 

前年同四半期比 

増減 増減率 

営業収益  41,769  24,230  17,539 ％ 72.4

営業利益又は営業損失（△）  1,673  △428  2,101 － 

経常利益又は経常損失（△）  1,920  △196  2,116 － 

四半期純利益又は四半期純損失

（△） 
 1,163  △925  2,088 － 
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３．欧州 

 アイスランドの火山噴火により欧州内の主要空港が約１週間の閉鎖となる事態があったものの、航空輸出は、自

動車関連部品や医療機器関連品が牽引し、また季節商品であるアパレル関連品等の取扱いも好調に推移し、貨物取

扱量は金融危機前の水準に回復いたしました。 

 航空輸入は、日本やアジアからの薄型テレビ関連品、事務機器関連品やデジタル家電品の取扱いが順調に拡大い

たしました。 

 海上貨物は、自動車関連部品の輸出の取扱いが引き続き回復傾向を示しており、輸入でも機械関連品や機器輸送

等を取扱いましたが、その勢いは穏やかなものとなりました。 

 また、ギリシャをはじめとする南欧諸国の景気後退リスクに加え、スペースの調達や仕入運賃の上昇等により厳

しい環境にありますが、貨物取扱量の拡大や前期から継続しているコスト削減に努めております。 

 この結果、営業収益は3,829百万円（前年同四半期比45.0％増）、営業利益は112百万円（前年同四半期は営業損

失217百万円）となりました。 

 なお、１ユーロあたりの円換算レートは、当第１四半期が120.53円、前年同四半期が122.57円であります。 

  

４．東アジア 

 航空輸出は、事務機器関連品、薄型テレビ関連品、デジタル家電品等の取扱量が増加しております。一方、航空

路線の減便等によるスペース供給の縮小の影響もあり、仕入航空運賃が上昇傾向を示しておりますが、貨物取扱量

の増加は想定を越す勢いを示しており、金融危機前を越える水準に達しました。 

 航空輸入は、半導体関連品、薄型テレビ用のガラス基板や、東アジア域内からの電子機器関連品やＡＳＥＡＮ地

域からの携帯電話やデジタル家電品が引き続き好調に推移いたしました。 

 海上貨物の取扱いは、輸出入とも薄型テレビ関連品等を中心に堅調に推移いたしました。 

 この結果、営業収益は8,305百万円（前年同四半期比118.4％増）、営業利益は529百万円（前年同四半期は営業

利益４百万円）となりました。 

  

５．南アジア・オセアニア 

 航空輸出は、半導体関連品、デジタルカメラ等のデジタル家電品、自動車関連部品がアジア域内で好調に推移い

たしました。また、テレビの消費拡大により、ＡＳＥＡＮ諸国からの薄型テレビの輸出が増加する等、好調な荷動

きとなりました。 

 航空輸入は、域内でのデジタルカメラやデジタル家電品に加え、二輪車関連品、自動車関連部品の取扱いが堅調

に推移しました。 

 海上貨物は、自動車関連部品、薄型テレビ関連品に加え、急激な需要回復により航空輸送から海上輸送へ一部シ

フトする傾向もあり取扱いが増加しました。 

 この結果、営業収益は7,580百万円（前年同四半期比124.3％増）、営業利益は467百万円（同402.7％増）となり

ました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は82,435百万円となり、前連結会計年度末に比べ992百万円、1.2％

の増加となりました。これは、現金及び預金が774百万円、有形固定資産が723百万円それぞれ減少した一方で、受取

手形及び営業未収入金が2,541百万円増加したことが主な要因です。 

  負債は29,299百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,519百万円、5.5％の増加となりました。これは、支払手形

及び営業未払金が542百万円、賞与引当金が801百万円それぞれ増加したことが主な要因です。 

 純資産は利益剰余金の増加や為替換算調整勘定の減少等により53,136百万円となり、自己資本比率は62.0％となり

ました。  
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（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成22年４月27日に公表した平成23年３月期（平成22年４月１日～平成23年３月31日）の連結業績予想を下記の

とおり修正いたします。 

  

① 第２四半期連結累計期間の連結業績予想（平成22年４月１日～平成22年９月30日） 

（単位：百万円未満四捨五入）

  

＜修正の理由＞  

 当第１四半期は、東アジアの輸出入貨物取扱いが金融危機前の水準を越え、また、欧米発も自動車関連部品が順調

に推移する等、想定以上の荷動きとなりました。当第２四半期も中国やインドを中心としてアジア経済の堅調な回復

を背景に引き続き順調な荷動きが見込まれます。これらを踏まえ、当第２四半期連結累計期間の連結業績予想を上記

のとおり修正いたします。 

  

② 通期の連結累計業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（単位：百万円未満四捨五入）

  

＜修正の理由＞  

 アジアを中心とした堅調な経済環境を背景に、今後も順調な荷動きが見込まれます。一方、航空会社の段階的な運

賃修復実施に伴う収益性の低下、日本航空の貨物専用機の廃止等に伴うスペース不足、また欧州の景気後退リスク、

米国の景気回復の遅れ等の不安要素もあり、当第３四半期以降の不透明感が拭い切れない状況にあります。これらを

踏まえ、通期の連結業績予想を上記のとおり修正いたします。 

  

  
営業収益 営業利益 経常利益 四半期純利益 

１株当たり
四半期純利益 

 前回発表予想(A) 

 (平成22年４月27日発表) 

百万円

 69,500

百万円 

 2,500

百万円 

 2,800

百万円 

 1,800

円 銭 

 42.68

 今回修正予想(B)  81,500  3,000  3,400  2,100  49.80

 増減額(B)-(A)  12,000  500  600  300  －

 増減率 17.3％ 20.0％ 21.4％ 16.7％  －

（参考）前年同四半期実績 

 （平成22年３月期第２四半期）  52,270  125  696  250  5.93

  
営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり
当期純利益 

 前回発表予想(A) 

 (平成22年４月27日発表) 

百万円

 150,000

百万円 

 5,400

百万円 

 6,000

百万円 

 3,800

円 銭 

 90.11

 今回修正予想(B)  165,000  5,400  6,000  3,800  90.11

 増減額(B)-(A)  15,000  －  －  －  －

 増減率 10.0％  －  －  －  －

（参考）前期実績 

 （平成22年３月期）  123,453  2,310  3,325  1,545  36.63
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（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

   

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

・税金費用の計算 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断については、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化がなく、且つ、

一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度末において使用した将来の業績予

測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて計算しております。 

   

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

・「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

 当第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。 

 これにより、営業利益及び経常利益が０百万円、税金等調整前四半期純利益が12百万円それぞれ減少しておりま

す。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は14百万円であります。 

  

・連結子会社の事業年度等に関する事項の変更 

 従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であったYusen Air & Sea Service (U.S.A.) Inc.他18社について

は、同日現在の財務諸表を利用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については必要な調整を行っておりまし

たが、Yusen Air & Sea Service (U.S.A.) Inc.他17社が決算日を12月31日から３月31日に変更したこと及び

PT. Yusen Air & Sea Service Indonesiaが四半期連結決算日現在で仮決算を実施したことにより、当第１四半期

連結会計期間は平成22年４月１日から平成22年６月30日までの３か月間を連結しております。 

 この変更に伴い、平成22年１月１日から平成22年３月31日までの損益は、利益剰余金の増加として調整しており

ます。    

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,589 18,363

受取手形及び営業未収入金 31,548 29,007

貯蔵品 31 33

繰延税金資産 757 732

その他 4,623 4,696

貸倒引当金 △129 △141

流動資産合計 54,419 52,690

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 17,365 17,851

減価償却累計額 △8,337 △8,261

建物及び構築物（純額） 9,028 9,590

機械装置及び運搬具 985 1,039

減価償却累計額 △727 △741

機械装置及び運搬具（純額） 258 298

工具、器具及び備品 4,099 4,255

減価償却累計額 △2,894 △2,935

工具、器具及び備品（純額） 1,205 1,320

土地 6,818 6,856

建設仮勘定 34 2

有形固定資産合計 17,343 18,066

無形固定資産   

のれん 10 12

その他 1,134 1,201

無形固定資産合計 1,144 1,213

投資その他の資産   

投資有価証券 2,615 2,609

繰延税金資産 2,306 2,261

その他 5,076 5,090

貸倒引当金 △468 △486

投資その他の資産合計 9,529 9,474

固定資産合計 28,016 28,753

資産合計 82,435 81,443
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 15,063 14,521

短期借入金 1,036 1,000

未払法人税等 505 562

繰延税金負債 6 8

賞与引当金 2,033 1,232

役員賞与引当金 9 －

資産除去債務 11 －

その他 4,242 4,139

流動負債合計 22,905 21,462

固定負債   

繰延税金負債 72 75

退職給付引当金 4,086 3,923

役員退職慰労引当金 299 358

独禁法関連引当金 1,728 1,728

負ののれん 4 5

資産除去債務 3 －

その他 202 229

固定負債合計 6,394 6,318

負債合計 29,299 27,780

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,301 4,301

資本剰余金 4,812 4,812

利益剰余金 49,079 47,691

自己株式 △68 △68

株主資本合計 58,124 56,736

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 113 160

為替換算調整勘定 △7,148 △5,228

評価・換算差額等合計 △7,035 △5,068

少数株主持分 2,047 1,995

純資産合計 53,136 53,663

負債純資産合計 82,435 81,443
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業収益   

貨物運送業収益 23,390 40,820

旅行業収益 812 920

その他の事業収益 28 29

営業収益合計 24,230 41,769

営業原価   

貨物運送業原価 17,169 32,238

旅行業原価 61 55

その他の事業原価 224 226

営業原価合計 17,454 32,519

営業総利益 6,776 9,250

販売費及び一般管理費 7,204 7,577

営業利益又は営業損失（△） △428 1,673

営業外収益   

受取利息 45 28

受取配当金 14 21

為替差益 130 132

持分法による投資利益 28 48

負ののれん償却額 1 1

その他 39 31

営業外収益合計 257 261

営業外費用   

支払利息 8 7

固定資産除却損 5 2

その他 12 5

営業外費用合計 25 14

経常利益又は経常損失（△） △196 1,920

特別利益   

貸倒引当金戻入額 0 19

会員権売却益 － 5

特別利益合計 0 24

特別損失   

投資有価証券評価損 － 5

減損損失 136 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 11

特別損失合計 136 16

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△332 1,928

法人税等 569 628

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,300

少数株主利益 24 137

四半期純利益又は四半期純損失（△） △925 1,163
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該当事項はありません。 

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕  

  前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業区分は役務の種類・性質の類似性を考慮し、区分しております。 
２．各区分に属する主要な事業の名称 

貨物運送事業 …… 航空運送代理店業、利用運送事業、通関業 
旅行事業   …… 一般旅行業、航空代理店業 
その他事業  …… 損害保険代理店業、金融業、不動産賃貸業、人材派遣業 

  

   〔所在地別セグメント情報〕 

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．地域区分は事業活動の相互関連性及び地理的接近度を考慮し、区分しております。 
２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

（1）北米…………………………………米国、カナダ 
（2）欧州…………………………………英国、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ 
（3）東アジア……………………………中国、香港、台湾、韓国 
（4）南アジア・オセアニア……………シンガポール、インドネシア、オーストラリア、タイ、ベトナム、フィリピン、インド

  

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報等

  
貨物運送事業
（百万円） 

旅行事業
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

営業収益             

（１）外部顧客に対する営業収益 23,390 812 28  24,230  － 24,230

（２）セグメント間の内部営業収益 

又は振替高 
－ － 343  343  △343 －

計 23,390 812 371  24,573  △343 24,230

営業利益又は営業損失（△） △480 2 49  △429  1 △428

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
東アジア

（百万円）

南アジア・
オセアニア
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円）

連結
（百万円）

営業収益                 

（１）外部顧客に対する営業収益  12,256  2,309  2,543  3,769  3,353  24,230  －  24,230

（２）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
 39  93  98  33  26  289  △289  －

計  12,295  2,402  2,641  3,802  3,379  24,519  △289  24,230

 営業利益又は営業損失（△）  △108  △199  △217  4  93  △427  △1  △428
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〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、主に貨物輸送サービスを提供しており、国内においては当社及び子会社が、海外においては米州、欧

州、東アジア及び南アジア・オセアニアの各地域において、米国法人、ドイツ法人、香港法人、シンガポール法人

等の主要国に設立された現地法人が担当しております。広範な地域に亘り国際物流サービスを提供するため、各法

人はそれぞれの地域本部が統括する事業戦略に基づき、活動を展開しております。 

 したがって、当社は、サービスの提供体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、

「米州」、「欧州」、「東アジア」及び「南アジア・オセアニア」の５つを報告セグメントとしております。 

  

２．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日）        

（単位：百万円）

 （注）１．セグメント利益の調整額△１百万円は、セグメント間取引消去であります。 

 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。  

  

該当事項はありません。 

  

  

  

報告セグメント

調整額 
(注)１ 

四半期連結
損益計算書

計上額 
(注)２ 日本 米州 欧州 東アジア

南アジア・
オセアニア

合計 

営業収益                 

外部顧客に対する営業収益  19,330  3,293  3,636  7,970  7,540  41,769  －  41,769

セグメント間の内部営業収益 

又は振替高 
 53  192  193  335  40  813  △813  －

計  19,383  3,485  3,829  8,305  7,580  42,582  △813  41,769

セグメント利益  380  186  112  529  467  1,674  △1  1,673

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

- 10 -

郵船航空サービス（株）（9370）　平成23年３月期　第１四半期決算短信




